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富 士 市 病 院 事 業 会 計





（総　　則）

第 １ 条 令和３年度富士市病院事業会計の予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）

第 ２ 条 業務の予定量は、次のとおりとする。

床

人

人

人

人

医療器械等購入 千円

（収益的収入及び支出）

第 ３ 条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

千円

第１項 千円

第２項 千円

第３項 千円

第１款 千円

第１項 千円

第２項 千円

第３項 千円

第４項 千円

千円
エントランスホール特定天井改修工事
実施設計業務委託

医 業 費 用 １４，９３８，３７０

医 業 外 費 用 ４５６，６２９

予 備 費 ５，０００

特 別 損 失 １

第１款 病 院 事 業 収 益 １４，９００，０００

医 業 収 益 １３，７９５，３９５

医 業 外 収 益 １，１０４，６０４

支 出

病 院 事 業 費 用 １５，４００，０００

特 別 利 益 １

収 入

外 来 ２２５，０６０

（３）

入 院 ４３０

外 来 ９３０

（４） 主要な建設改良事業

１ 日 平 均 患 者 数

（イ） ４１６，１５０

（ア） １８，０００

令 和 ３ 年 度 富士市病院事業会計予算

（１） 病 床 数 ５２０

（２） 年 間 患 者 数

入 院 １５６，９５０
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（資本的収入及び支出）

第 ４ 条

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

第 ５ 条

第 ６ 条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

400,000千円　 証書借入

　5.0％以内（ただし、利率
見直し方式で借り入れる資金
について、利率の見直しを
行った後においては、当該見
直し後の利率）

　借入先の融資条件
に従う。
 ただし、企業財政の
都合により据置期間
中でも繰上償還をな
し、又は償還期限を
短縮し、若しくは低
利債に借換えするこ
とができる。

第２項 企 業 債 償 還 金 ５３２，８５３

令和４年度から
令和５年度まで

第４項

第３項

令和４年度から
令和８年度まで

１，１００，０００千円

（企  業  債）

起債の目的 限度額 起債の方法 利      率 償還の方法

予 備 費 １，０００

（債務負担行為）

債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。

期　　　　間 限　度　額

令和４年度から
令和８年度まで

３１，６８０千円

２７９，０００千円

診療材料管理業務委託

特殊検査業務委託

患者給食業務委託

医療器械整
備事業

貸 付 金 ２，４００

事　　　　　　項

（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額５７０，４０３千円は、当年度分消費税及び地方消費税資

本的収支調整額３９，５５９千円、過年度分損益勘定留保資金５３０，８４４千円で補 するものとする。）

支 出

第１款 資 本 的 支 出 ９７０，４０３

第１項 建 設 改 良 費 ４３４，１５０

収 入

第１款 資 本 的 収 入 ４００，０００

第１項 企 業 債 ４００，０００

資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。
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第 ７ 条

第 ８ 条

第 ９ 条

千円

（たな卸資産購入限度額）

第１０条

第１１条

　　令和３年２月１６日提出

富士市長　　小長井　　義　正

次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外

（１） 医業費用と医業外費用

の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

（１） 職 員 給 与 費 ８，２０７，２７１

たな卸資産の購入限度額は、４，２７２，４１３千円と定める。

（重要な資産の取得）

重要な資産の取得は、次のとおりとする。

（一時借入金）

一時借入金の限度額は、１，０００，０００千円と定める。

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

循環器用Ｘ線透視診断装置 一式

種　　　類 名　　　　　　　　　　　称 数　量

全身用Ｘ線ＣＴ診断装置 一式

 １  取得する資産

器　械　備　品
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（単位　千円）

予　定　額 備      考

1 病院事業収益 14,900,000 

1 医 業 収 益 13,795,395 

1 入 院 収 益 9,448,390 

2 外 来 収 益 3,645,972 

3 他 会 計 負 担 金 504,454 
救急医療負担金等（法第１７
条の２第１項第１号）

4 そ の 他 医 業 収 益 196,579 
室料差額収益、公衆衛生活動
収益、医療相談収益等

2 医 業 外 収 益 1,104,604 

1 受 取 利 息

及 び 配 当 金

2 他 会 計 負 担 金 849,627 
高度医療負担金等（法第１７
条の２第１項第２号）

3 国 庫 補 助 金 11,854 
研修医臨床研修事業費補助
金、救急救命士病院実習受入
促進事業費補助金

4 県 補 助 金 40,987 

感染症指定医療機関運営事業
費補助金、産科医等確保支援
事業費補助金、新人看護職員
研修事業費補助金、周産期母
子医療センター運営事業費補
助金、地域がん診療病院等機
能強化事業補助金、地震・津
波対策等減災交付金、看護の
質向上促進研修事業費補助
金、指導医招聘等事業費補助
金

5 長期前受金戻入益 28,176 補助金等戻入益

6 その他医業外収益 173,958 
医師住宅使用料、駐車場使用
料等

3 特 別 利 益 1 

1 そ の 他 特 別 利 益 1 

令和３年度 富士市病院事業会計予算実施計画

収益的収入及び支出

収　　　　入

款 項 目

預金受取利息等2 
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（単位　千円）

予　定　額 備      考

1 病院事業費用 15,400,000 

1 医 業 費 用 14,938,370 

1 給 与 費 8,207,271 職員給与費

2 材 料 費 3,722,046 薬品費、診療材料費等

3 経 費 2,275,488 事業運営全般に要する費用

4 減 価 償 却 費 656,769 固定資産の減価償却費

5 資 産 減 耗 費 22,550 固定資産の除却費等

6 研 究 研 修 費 54,246 医師等研究研修費

2 医 業 外 費 用 456,629 

1 支 払 利 息 及 び

企 業 債 取 扱 諸費

2 保 育 所 運 営 費 26,645 病院内保育所に要する費用

3 雑 損 失 410,472 貯蔵品経理に伴う消費税分等

4 消 費 税 及 び

地 方 消 費 税

3 特 別 損 失 1 

1 そ の 他 特 別 損 失 1 

4 予 備 費 5,000 

1 予 備 費 5,000 

5,512 
企業債利息及び一時借入金利
息

14,000 消費税及び地方消費税納付金

目

支　　　　出

款 項
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（単位　千円）

予　定　額 備      考

1 資 本 的 収 入 400,000 

1 企 業 債 400,000 

1 企 業 債 400,000 医療器械整備事業債

（単位　千円）

予　定　額 備      考

1 資 本 的 支 出 970,403 

1 建 設 改 良 費 434,150 

1 施 設 改 良 費 18,000 
エントランスホール特定天井
改修工事実施設計業務委託

2 固 定 資 産 購 入費 416,150 医療器械等購入費

2 企 業 債 532,853 

償 還 金 1 企 業 債 償 還 金 532,853 企業債償還元金

3 貸 付 金 2,400 

1 貸 付 金 2,400 助産師修学資金貸付金

4 予 備 費 1,000 

1 予 備 費 1,000 

款 項 目

款 項 目

支　　　　出

資本的収入及び支出

収　　　　入
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（単位　円）

Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー

１ △ 499,366,768

２ 656,769,000

３

(1) 1,362,306

(2) 5,885,000

(3) 4,125,000

(4) 83,765,000

４ 1,200,000

５ △ 28,176,000

６ △ 2,000

７ 5,512,000

８ 22,550,000

９ 131,260,097

10 57,179

11 △ 182,401,408

202,539,406

12 2,000

13 △ 5,512,000

197,029,406

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

１

(1) △ 395,640,911

２ △ 2,400,000

△ 398,040,911

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

１ 400,000,000

２ △ 532,853,000

△ 132,853,000

Ⅳ △ 333,864,505

Ⅴ 1,264,575,519

Ⅵ 930,711,014

（注１）予定キャッシュ・フロー計算書は、間接法で作成している。

資金期首残高

長期貸付金の貸付による支出（△）

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出（△）

資金増加額（又は減少額）

投資活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フロー

未収金の増加額（△）又は減少額

たな卸資産の増加額（△）又は減少額

未払金の増加額又は減少額（△）

小計

利息及び配当金の受取額

有形固定資産の取得による支出（△）

利息の支払額（△）

業務活動によるキャッシュ・フロー

固定資産の取得による支出

資金期末残高

貸倒引当金の増加額又は減少額（△）

令和３年度　富士市病院事業予定キャッシュ･フロー計算書

（令和3年4月1日から令和4年3月31日まで）

当年度純利益

減価償却費

引当金の増加額又は減少額（△）

賞与引当金の増加額又は減少額（△）

法定福利費引当金の増加額又は減少額（△）

退職給付引当金の増加額又は減少額（△）

長期貸付金返還免除額

長期前受金戻入益（△）

受取利息及び配当金（△）

支払利息

固定資産除却費
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ア　会計年度任用職員以外の職員  (単位　千円)  

職員数

(人) 報   酬  給   料  手　当 計

 (単位　千円)  

 区  分  管理職手当  扶養手当  地域手当  住居手当  通勤手当
 特殊勤務

手当
 時間外勤務

手当

 本年度 20,978 48,496 152,224 60,800 82,048 538,276 532,011

 前年度 21,556 49,937 150,305 58,896 81,407 512,696 495,877

 比  較 △ 578 △ 1,441 1,919 1,904 641 25,580 36,134

 区  分
 夜間勤務

手当
 宿日直手当  期末手当 勤勉手当 児童手当 退職給付費

 本年度 57,482 82,910 671,187 489,090 33,060 332,091

 前年度 66,359 81,995 703,993 503,379 31,520 292,687

 比  較 △ 8,877 915 △ 32,806 △ 14,289 1,540 39,404

イ　会計年度任用職員  (単位　千円)  

職員数

(人) 報   酬  給   料  手　当 計

 (単位　千円)  

 区  分  管理職手当  扶養手当  地域手当  住居手当  通勤手当
 特殊勤務

手当
 時間外勤務

手当

 本年度 0 0 8,116 3,798 497 14,819 8,952

 前年度 0 0 7,738 3,888 577 14,768 13,500

 比  較 0 0 378 △ 90 △ 80 51 △ 4,548

 区  分
 夜間勤務

手当
 宿日直手当  期末手当 勤勉手当 児童手当 退職給付費

 パートタイム
期末手当

 本年度 252 12,228 13,731 0 0 2,544 104,854

 前年度 0 8,568 14,240 0 0 183 101,332

 比  較 252 3,660 △ 509 0 0 2,361 3,522

812,813

比　較 8 30,202 △ 4,859 4,997 30,340 13,317 43,657

 手当の
内訳

123,307 856,470

前年度 230 470,892 67,137 164,794 702,823 109,990

本年度 238 501,094 62,278 169,791 733,163

 手当の
内訳

 区    分
給   与   費  法定

福利費
 合     計

7,361,340

比　較 △ 14 25,295 △ 82,410 50,046 △ 7,069 △ 3,470 △ 10,539

6,333,680 1,017,121 7,350,801

前年度 760 381,228 2,908,914 3,050,607

本年度 746 406,523 2,826,504 3,100,653

6,340,749 1,020,591

給  与  費  明  細  書

１ 総  括

 区    分
 法定

福利費
 合     計

給   与   費
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(単位　千円) 

 区  分  増 減 額  備 　　   考

昇給に伴う増加分 23,924

その他の増減分 △ 106,334

給与改定に伴う減少分 △ 13,528 期末手当 △ 13,528 期末手当0.05月減

昇給に伴う増加分 10,444 地域手当 150

時間外勤務手当 2,529

期末手当 4,920

勤勉手当 2,707

その他手当 138

その他の増減分 53,130 退職給付費 39,404

職員構成の変動等 13,726

２ 給料及び手当の増減額の明細（会計年度任用職員以外の職員）       　　              

 増 減 事 由 別 内 訳  説         明

給　　　料

給与改定の状況
給料表の改定なし

△ 82,410
職員構成の変動等

手　　 当 50,046
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 (医療職(１))  (医療職(２))  (医療職(３))

令和3年  平均給料月額 425,992 305,725 312,489

1月1日  平均給与月額 541,180 340,807 352,046

 現    在  平均年齢 42歳11月 39歳7月 39歳1月

令和2年  平均給料月額 454,865 310,103 312,830

1月1日  平均給与月額 580,945 344,285 342,890

 現    在  平均年齢 43歳 4月 40歳 8月 39歳 2月

 医　  師  医療技術員  看護師等

 (医療職(１))  (医療職(２))  (医療職(３))

高校卒 154,900

短大２卒 184,700 215,200

短大３卒 190,800 200,700

大学卒 200,900 226,300 188,700

大学６卒 305,800 222,700
（薬剤師のみ適用）

高校卒 154,900

短大２卒 184,700 215,200

短大３卒 190,800 200,700

大学卒 200,900 226,300 188,700

大学６卒 305,800 222,700
（薬剤師のみ適用）

 医　  師  医療技術員  看護師

 (医療職(１))  (医療職(２))  (医療職(３))

高校卒 150,600

短大２卒 166,400 192,400

短大３卒 177,400 200,700

210,500

(薬剤師のみ適用)

高校卒 150,600

短大２卒 166,400 192,400

短大３卒 177,400 200,700

210,500

(薬剤師のみ適用)

総合職　　186,700
一般職　　182,200

総合職　　186,700
一般職　　182,200

大学６卒 249,800

188,400 209,800

188,400 209,800
前年度

大学卒

本年度
大学卒

大学６卒 249,800

本年度

前年度

※国の制度 

区       分
一般行政職

 （行 政 職）

376,002

42歳 4月

（２）初任給                   

区       分
一般行政職

 （行 政 職）

334,844

３ 給料及び手当の状況（会計年度任用職員以外の職員）    

（１）職員一人当たりの給与 (単位　円) 

 医　  師  医療技術員  看護師等 一般行政職
 区              分

 （行 政 職）

342,056

382,658

43歳11月
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1 1 1 1

2 2 2 2

3 3 3 3

4 4 4 4

5 5 5 5

6 6 6

7 7 7

8

9

計

1 1 1 1

2 2 2 2

3 3 3 3

4 4 4 4

5 5 5 5

6 6 6

7 7 7

8

9

計

※

部　　長

（行政職） 技　師　補 技　　師 上席技師 参　事　補

主　　事 上席主事

主　　査 主　　幹

課　　長

課    長

参　　事

調整主幹

統括主幹

３級 ４級 ５級

６級 ７級２級 区 分 １級 ３級 ４級 ５級

６級 ７級

副看護部長

看　護　長

２級 ３級 ５級 ６級 ７級

部長

相当経験の診療 副技師長 薬剤科長

薬剤師 副薬剤科長
医療技術員 診療放射線技

師等※
上席薬剤師等 主　　査 主　　任

（医療職(2)） 放射線技師等 参事補 技師長

５級

部　　長 副　院　長

総括部長
 医　 師

 医　　員  医　　長  院　　長

（医療職(1)） 副　部　長 診療参事

（級別の基準となる職務）                                   

 区 分 １級 ２級 ３級 ４級

1 2.3

63 100.0 114 100.0 488 100.0 46 100.0

令
和
2
年
１
月
１
日
現
在

3 6.53 2.6 1 0.2

10 21.7

16 14.0 25 5.1 7 15.2

1 1.6 13 11.4 64 13.1

4 6.4 26 22.8

30 47.6 27 23.7 122 25.0 10 21.7

85 17.4 7 15.2

5 10.9

6.514 22.2 28 24.6 191 39.2 3

14 22.2 1 0.9

1 2.1

91 100.0 115 100.0 477 100.0 48 100.0

4.8 11 22.9

3 6.33 2.6 1 0.2

9 18.7

85 17.8 7 14.6

1 1.1 10 8.7 66 13.9 8 16.7

3 6.3

15 16.5 30 26.1 190 39.8 6 12.4

 構成比
級

令
和
3
年
１
月
１
日
現
在

38 41.8 2 1.7

4 4.3 23 20.0

33 36.3 31 27.0 112 23.5

16 13.9 23

（３）級別職員数

区
分

医         師  医療技術員 看護師等 一般行政職

級
職員数  構成比

級
職員数  構成比

    人  ％     人  ％     人  ％     人  ％

職員数  構成比
級

職員数

８級 ９級

一般行政職
主　事　補

診療放射線技師等：診療放射線技師、臨床検査技師、臨床工学技士、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、視能訓練士、歯科衛生士

 区 分 １級 ４級

看護師等
助　産　師

主　　査

副看護長 副院長

（医療職(3)） 看　護　師 上席看護師 主　　任 参　　事 看護部長

上席助産師

 区 分 １級 ２級
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731 91 115 48

637 71 99 42

1号給 40 0 6 1

2号給 11 0 2 0

3号給 28 0 3 2

4号給 391 71 57 31

5号給 167 0 31 8

87.1% 78.0% 86.1% 87.5%

23.8 1.3 7.8

98.9 98.1 95.5

 支給率計

 １２月  （月分）

医師 医師以外

16.0 3.0

94 652

16.0 3.0

89.1%

33

 比率　(Ｂ)/(Ａ)　　(%)

前

年

度

号給数別内訳

128

  職 員 数 （Ａ） 477

昇給に係る職員数（Ｂ） 425

9

23

232

 給料総額に対する比率(%) 1.0

 代表的な特殊勤務手当の名称
 医務手当、放射線作業手当、病棟等勤務手当、死体処置手当

 国の指定基準に基づく　（％）

国の制度 2.225 2.225 4.45

支　　　　　給　　　　　区　　　　分

 支    給    率  　　  (％)

 支給対象職員数　　　　(人)

 支給対象職員の比率(%) 95.6

 夜間看護手当、分べん業務手当、救急医療業務手当、診断書等作成手当

 医       師  医療技術員 看護師等 一般行政職

（５）特殊勤務手当（令和２年12月の実績）

 区              分

（４）昇給 （単位　人）

 区        分  合      計  医      師  医療技術員  看護師等 一般行政職

（６）期末手当・勤勉手当の支給率

区  分
 支給期別支給率  職制上の段階､職務の

級等による加算措置
 備         考

  ６月

前年度 2.25 2.25 4.5  有

本年度 2.225 2.225 4.45  有

 有

（７）地域手当

 支　　給　　対　　象　　地　　域  全    域

※前年度支給期別支給率は、令和２年１２月において「2.25月分」を「2.2月分」に、「4.5月分」を「4.45月分」に改定済である。
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 20年  25年  35年  最高限度

勤続の者 勤続の者 勤続の者  その他の加算措置等

（月 分） （月 分） （月 分） （月 分）

定年前早期退職特例措置

在職中の役職に応じた調整額の加算

定年前早期退職特例措置

在職中の役職に応じた調整額の加算

国の制度

 との異同

 扶養手当 同

 通勤手当 異
 交通用具利用者   距離別支給 　０円～２４,４００円

 （国  距離別支給  ０円～３１,６００円）

 区    分  差　　異　　の　　内　　容

 住居手当 同

 （９）その他の手当                                                                   

在職中の役職に応じた調整額の加算

定 年 前
早期退職

24.586875 33.27075 47.709 47.709

  国の制度(支給率等) 24.586875 33.27075 47.709 47.709

（８）定年退職及び定年前早期退職に係る退職給付費                                        

 区          分

 支給率等

定年退職 24.586875 33.27075 47.709 47.709
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(単位  千円)

期　　間 金　額 期　　間 金　額 事業収益 企業債
損益勘定
留保資金

Ｅ Ｓ Ｃ Ｏ 事 業

業 務 委 託 755,000 平成29年度から 333,298 令和７年度まで 421,702 421,702

（平成28年度）

洗 濯

業 務 委 託 226,381 令和２年度 43,354 令和６年度まで 183,027 183,027

（令和元年度）

寝 具 類

賃 借 121,062 令和２年度 19,611 令和６年度まで 101,451 101,451

（令和元年度）

医 療 事 務 令和３年度から

業 務 委 託 540,278 540,278 540,278

（令和２年度） 令和５年度まで

診 療 材 料 管 令和４年度から

理 業 務 委 託 31,680 31,680 31,680

（令和３年度） 令和５年度まで

特 殊 検 査 令和４年度から

業 務 委 託 279,000 279,000 279,000

（令和３年度） 令和８年度まで

患 者 給 食 令和４年度から

業 務 委 託 1,100,000 1,100,000 1,100,000

（令和３年度） 令和８年度まで

債 務 負 担 行 為 に 関 す る 調 書

（債務負担行為で令和４年度以降にわたるもの）

事　　　項 限度額

令 和 ２ 年 度 末 ま で の
支 払義 務 発 生 ( 見込 ) 額

令 和 ３ 年 度 以 降 の
支 払 義 務 発 生 予 定 額

左の財源内訳
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（単位　円）

１ 固  定  資  産

(1)

イ 1,867,096,554

ロ 11,475,296,054

△8,688,120,731 2,787,175,323

ハ 544,696,664

△330,329,952 214,366,712

ニ 7,102,222,125

△5,580,027,597 1,522,194,528

ホ 13,276,807

△10,360,458 2,916,349

ヘ 16,363,637

6,410,113,103

(2)

イ 7,289,040

ロ 112,140

7,401,180

(3)

イ 20,000

ロ 7,200,000

△7,200,000 0

20,000

6,417,534,283

２ 流  動  資  産

(1) 930,711,014

(2) 1,931,194,667

△23,906,464 1,907,288,203

(3) 36,889,673

(4) 13,132,205

(5) 5,060,000

2,893,081,095

9,310,615,378

建 物

令和３年度　富士市病院事業予定貸借対照表
（令和4年3月31日）

資　　産　　の　　部

有 形 固 定 資 産

土 地

電 話 加 入 権

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

器 械 備 品

減 価 償 却 累 計 額

車 両

減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

貯 蔵 品

ソ フ ト ウ ェ ア

無 形 固 定 資 産 合 計

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

長 期 貸 付 金

貸 倒 引 当 金

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

現 金 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金

前 払 金

そ の 他 流 動 資 産

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計
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３ 固　定　負　債
(1)

イ 1,334,712,160 1,334,712,160

(2)

イ 2,969,363,103 2,969,363,103

4,304,075,263

４　流  動  負  債
(1)

イ 370,652,000 370,652,000

(2) 1,210,635,020

(3) 49,771,402

(4)
イ 362,818,000

ロ 68,143,000

430,961,000

2,062,019,422

５　繰　延　収　益
(1)

イ 1,146,315

ロ 49,942,000

ハ 18,580,000

ニ 269,658,000

ホ 507,443,120

ヘ 282,299,699

1,129,069,134

(2) 長期前受金収益化累計額

イ △1,089,000

ロ △42,087,578

ハ △11,188,460

ニ △202,943,068

ホ △311,836,978

ヘ △267,357,012

△836,502,096

292,567,038

6,658,661,723

６ 資  本  金 7,395,889,237

７ 剰  余  金
(1)

イ 4,035,301

ロ 2,711,000

ハ 770,000

ニ 33,263,000

ホ 282,239,200

ヘ 6,071,537

329,090,038

(2)

イ 283,600,000

ロ 5,356,625,620

△5,073,025,620

△4,743,935,582

2,651,953,655
9,310,615,378

企 業 債

負　　債　　の　　部

企 業 債

建設改良費等の財源に充てるための企業債
引 当 金

退 職 給 付 引 当 金

固 定 負 債 合 計

受 贈 財 産 評 価 額

建設改良費等の財源に充てるための企業債

未 払 金

預 り 金

引 当 金

賞 与 引 当 金

法 定 福 利 費 引 当 金

引 当 金 合 計

流 動 負 債 合 計

長 期 前 受 金

そ の 他 長 期 前 受 金

工 事 負 担 金

寄 附 金

国 庫 補 助 金

県 補 助 金

そ の 他 長 期 前 受 金

長 期 前 受 金 合 計

受 贈 財 産 評 価 額

工 事 負 担 金

寄 附 金

国 庫 補 助 金

県 補 助 金

資 本 剰 余 金 合 計

長期前受金収益化累計額合計

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

資　　本　　の　　部

資 本 剰 余 金

受 贈 財 産 評 価 額

工 事 負 担 金

寄 附 金

国 庫 補 助 金

県 補 助 金

そ の 他 資 本 剰 余 金

負 債 資 本 合 計

利 益 剰 余 金

減 債 積 立 金

当年度未処理欠損金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計
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　 Ⅰ　　重要な会計方針

　　　　 １　有価証券の評価基準及び評価方法

　　　　　　　　その他有価証券 ・・・・ 時価のないもの－移動平均法による原価法

　　　　 ２　たな卸資産の評価基準及び評価方法

　　　　　　　　貯蔵品 ・・・・ 先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げ

　　　　　　　　　　　　　　　　 の方法により算定）

　　　　 ３　固定資産の減価償却の方法

　 　 　　（１）　有形固定資産　（リース資産を除く。）

　　　　　　　・減価償却の方法　　　 　　定額法による。

　　　　　　　・主な耐用年数

　　　　　　　　建物　　　　　 　　　　　 　　８～60年

　　　　　　　　構築物　　 　　　　　　　　　３～60年

　　　　　　　　器械備品　　　　 　 　　　　２～20年

　　　　　　　　車両　　　　  　　　　　　　　４～６年

　 　 　　（２）　無形固定資産　（リース資産を除く。）

　　　　　　　・減価償却の方法　　　 　　定額法による。

　　　　　　　・主な耐用年数

　　　　　　　　ソフトウェア　 　　　　　 　　５年

　 　 　　（３）　リース資産

　　　　　　　・所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　　　　　　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用している。

　　　　 ４　引当金の計上方法

　 　 　　（１）　貸倒引当金

　　　　　　　・医業未収金貸倒引当金

　　　　　　　　債権の不納欠損による損失に備えるため、実績率等による回収不能見込額を計上している。

　　　　　　　・長期貸付金貸倒引当金

　　　　　　　　助産師修学資金貸付金の返還免除による損失に備えるため、貸付総額を計上している。

　 　 　　（２）　退職給付引当金

　　　　　　　 職員の退職手当の支給に備えるため、当年度末における退職手当の要支給額に相当する金額

　　　　　　のうち、一般会計が負担する部分を除く額を計上している。

　 　 　　（３）　賞与引当金

　　　　　　　 職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、

　　　　　　当年度の負担に属する額を計上している。

　 　 　　（４）　法定福利費引当金

　　　　　　　 職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末における支給

　　　　　　見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。

　　　　 ５　消費税及び地方消費税の会計処理

　　　　　　 消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

重要な会計方針及び財務諸表注記
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　 Ⅱ　　予定貸借対照表等関連

　　　　 １　企業債の償還に係る一般会計の負担

　　　　　　 貸借対照表に計上されている企業債（１年以内に償還予定のものも含む。）のうち、「病院事業に

　　　　　対する繰出基準」に基づき、一般会計が負担すると見込まれる額は852,682,628円である。

　　　　 ２　引当金の取崩し

　 　 　　（１）　退職給付引当金の取崩し

　　　　　　　 令和３年度において、退職手当として250,870,000円を支給するため、退職給付引当金

　　　　　　250,870,000円を取り崩す。

　 　 　　（２）　賞与引当金の取崩し

　　　　　　　 令和３年度において、期末手当及び勤勉手当として1,153,619,000円を支給するため、賞与引当

　　　　　　金356,933,000円を取り崩す。

　 　 　　（３）　法定福利費引当金の取崩し

　　　　　　　 令和３年度において、期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費として213,456,000円を支出す

　　　　　　るため、法定福利費引当金64,018,000円を取り崩す。

　 　 　　（４）　貸倒引当金の取崩し

　　　　　　　 令和３年度において、固定資産の長期貸付金に係る貸倒引当金1,200,000円を取り崩す。

　　　　　　また流動資産の貸倒引当金5,535,694円を取り崩す。

　 Ⅲ　　セグメント情報の開示

　　　　　報告セグメントが１つのため、記載を省略している。

　 Ⅳ　　リース契約により使用する固定資産

　　　　 １　リース取引の処理方法

　　　　　　 リース料総額が300万円超の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の売買取引

　　　　　に係る方法に準じた会計処理を行っている。

　　　　　　 リース料総額が300万円以下の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借

　　　　　取引に係る方法に準じた会計処理を行っている。
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（単位　円）

１ 医　業　収　益

(1) 8,046,717,000

(2) 3,470,161,000

(3) 504,658,000

(4) 173,957,284 12,195,493,284

２ 医　業　費　用

(1) 8,328,971,000

(2) 3,453,221,823

(3) 2,064,454,288

(4) 661,908,000

(5) 14,050,000

(6) 38,273,282 14,560,878,393

2,365,385,109

３ 医 業 外 収 益

(1) 2,000

(2) 837,817,000

(3) 44,325,000

(4) 1,308,461,000

(5) 16,033,000

(6) 152,401,326

(7) 498,000,000 2,857,039,326

国 庫 補 助 金

県 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入 益

そ の 他 医 業 外 収 益

他 会 計 補 助 金

令和２年度 富士市病院事業予定損益計算書（前年度分）

（令和2年4月1日から令和3年3月31日まで）

入 院 収 益

外 来 収 益

他 会 計 負 担 金

そ の 他 医 業 収 益

給 与 費

材 料 費

経 費

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

研 究 研 修 費

医 業 損 失

受取利息及び配当金

他 会 計 負 担 金
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４ 医 業 外 費 用

(1) 支払利息及び企業債取扱諸費 9,180,000

(2) 25,213,642

(3) 573,330,481 607,724,123

５ 予　　備　　費

(1) 5,000,000 5,000,000 2,244,315,203

121,069,906

６ 特  別  利  益

(1) 235,259,000 235,259,000

７ 特　別　損　失

(1) 235,259,000 235,259,000 0

121,069,906

4,736,188,946

4,857,258,852

前 年 度 繰 越 欠 損 金

当 年 度 未 処 理 欠 損 金

保 育 所 運 営 費

雑 損 失

予 備 費

経 常 損 失

当 年 度 純 損 失

そ の 他 特 別 利 益

そ の 他 特 別 損 失
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（単位　円）

１ 固  定  資  産

(1)

イ 1,867,096,554

ロ 11,475,296,054

△8,525,116,731 2,950,179,323

ハ 544,696,664

△316,893,952 227,802,712

ニ 7,174,040,306

△5,527,887,597 1,646,152,709

ホ 12,231,352

△9,740,458 2,490,894

6,693,722,192

(2)

イ 7,289,040

ロ 181,140

7,470,180

(3)

イ 20,000

ロ 6,000,000

△6,000,000 0

20,000

6,701,212,372

２ 流  動  資  産

(1) 1,264,575,519

(2) 2,062,454,764

△23,744,158 2,038,710,606

(3) 36,946,852

(4) 13,132,205

(5) 5,060,000

3,358,425,182

10,059,637,554

建 物

令和２年度　富士市病院事業予定貸借対照表（前年度分）
（令和3年3月31日）

資　　産　　の　　部

有 形 固 定 資 産

土 地

電 話 加 入 権

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

器 械 備 品

減 価 償 却 累 計 額

車 両

減 価 償 却 累 計 額

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

貯 蔵 品

ソ フ ト ウ ェ ア

無 形 固 定 資 産 合 計

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

長 期 貸 付 金

貸 倒 引 当 金

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

現 金 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金

前 払 金

そ の 他 流 動 資 産

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計
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３ 固　定　負　債
(1)

イ 1,305,364,160 1,305,364,160

(2)

イ 2,885,598,103 2,885,598,103

4,190,962,263

４　流  動  負  債
(1)

イ 532,853,000 532,853,000

(2) 1,393,036,428

(3) 49,771,402

(4)
イ 356,933,000

ロ 64,018,000

420,951,000

2,396,611,830

５　繰　延　収　益
(1)

イ 1,146,315

ロ 49,942,000

ハ 18,580,000

ニ 269,658,000

ホ 507,443,120

ヘ 282,299,699

1,129,069,134
(2) 長期前受金収益化累計額

イ △1,089,000

ロ △41,839,578

ハ △9,387,460

ニ △199,238,068

ホ △289,815,978

ヘ △266,956,012

△808,326,096

320,743,038

6,908,317,131

６ 資  本  金 7,395,889,237

７ 剰  余  金
(1)

イ 4,035,301

ロ 2,711,000

ハ 770,000

ニ 33,263,000

ホ 282,239,200

ヘ 6,071,537

329,090,038

(2)

イ 283,600,000

ロ 4,857,258,852

△4,573,658,852

△4,244,568,814

3,151,320,423
10,059,637,554

企 業 債

負　　債　　の　　部

企 業 債

建設改良費等の財源に充てるための企業債
引 当 金

退 職 給 付 引 当 金

固 定 負 債 合 計

受 贈 財 産 評 価 額

建設改良費等の財源に充てるための企業債

未 払 金

預 り 金

引 当 金

賞 与 引 当 金

法 定 福 利 費 引 当 金

引 当 金 合 計

流 動 負 債 合 計

長 期 前 受 金

そ の 他 長 期 前 受 金

工 事 負 担 金

寄 附 金

国 庫 補 助 金

県 補 助 金

そ の 他 長 期 前 受 金

長 期 前 受 金 合 計

受 贈 財 産 評 価 額

工 事 負 担 金

寄 附 金

国 庫 補 助 金

県 補 助 金

資 本 剰 余 金 合 計

長期前受金収益化累計額合計

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

資　　本　　の　　部

資 本 剰 余 金

受 贈 財 産 評 価 額

工 事 負 担 金

寄 附 金

国 庫 補 助 金

県 補 助 金

そ の 他 資 本 剰 余 金

負 債 資 本 合 計

利 益 剰 余 金

減 債 積 立 金

当年度未処理欠損金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計
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　 Ⅰ　　重要な会計方針

　　　　 １　有価証券の評価基準及び評価方法

　　　　　　　　その他有価証券 ・・・・ 時価のないもの－移動平均法による原価法

　　　　 ２　たな卸資産の評価基準及び評価方法

　　　　　　　　貯蔵品 ・・・・ 先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げ

　　　　　　　　　　　　　　　　 の方法により算定）

　　　　 ３　固定資産の減価償却の方法

　 　 　　（１）　有形固定資産　（リース資産を除く。）

　　　　　　　・減価償却の方法　　　 　　定額法による。

　　　　　　　・主な耐用年数

　　　　　　　　建物　　　　　 　　　　　 　　８～60年

　　　　　　　　構築物　　 　　　　　　　　　３～60年

　　　　　　　　器械備品　　　　 　 　　　　２～20年

　　　　　　　　車両　　　　  　　　　　　　　４～６年

　 　 　　（２）　無形固定資産　（リース資産を除く。）

　　　　　　　・減価償却の方法　　　 　　定額法による。

　　　　　　　・主な耐用年数

　　　　　　　　ソフトウェア　 　　　　　 　　５年

　 　 　　（３）　リース資産

　　　　　　　・所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　　　　　　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用している。

　　　　 ４　引当金の計上方法

　 　 　　（１）　貸倒引当金

　　　　　　　・医業未収金貸倒引当金

　　　　　　　 債権の不納欠損による損失に備えるため、実績率等による回収不能見込額を計上している。

　　　　　　　・長期貸付金貸倒引当金

　　　　　　　 助産師修学資金貸付金の返還免除による損失に備えるため、貸付総額を計上している。

　 　 　　（２）　退職給付引当金

　　　　　　　 職員の退職手当の支給に備えるため、当年度末における退職手当の要支給額に相当する金額

　　　　　　のうち、一般会計が負担する部分を除く額を計上している。

　 　 　　（３）　賞与引当金

　　　　　　　 職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、

　　　　　　当年度の負担に属する額を計上している。

　 　 　　（４）　法定福利費引当金

　　　　　　　 職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末における支給

　　　　　　見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。

　　　　 ５　消費税及び地方消費税の会計処理

　　　　　　 消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

重要な会計方針及び財務諸表注記(前年度分)
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　 Ⅱ　　予定貸借対照表等関連

　　　　 １　企業債の償還に係る一般会計の負担

　　　　　　 貸借対照表に計上されている企業債（１年以内に償還予定のものも含む。）のうち、「病院事業に

　　　　　対する繰出基準」に基づき、一般会計が負担すると見込まれる額は930,371,712円である。

　　　　 ２　引当金の取崩し

　 　 　　（１）　退職給付引当金の取崩し

　　　　　　　 令和２年度において、退職手当として482,456,000円を支給するため、退職給付引当金

　　　　　　482,456,000円を取り崩す。

　 　 　　（２）　賞与引当金の取崩し

　　　　　　　 令和２年度において、期末手当及び勤勉手当として1,149,913,000円を支給するため、賞与引当

　　　　　　金369,123,000円を取り崩す。

　 　 　　（３）　法定福利費引当金の取崩し

　　　　　　　 令和２年度において、期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費として212,144,000円を支出す

　　　　　　るため、法定福利費引当金73,310,000円を取り崩す。

　 　 　　（４）　貸倒引当金の取崩し

　　　　　　　 令和２年度において、固定資産の長期貸付金に係る貸倒引当金2,400,000円を取り崩す。

　　　　　　また流動資産の貸倒引当金5,415,780円を取り崩す。

　 Ⅲ　　セグメント情報の開示

　　　　　報告セグメントが１つのため、記載を省略している。

　 Ⅳ　　リース契約により使用する固定資産

　　　　 １　リース取引の処理方法

　　　　　　 リース料総額が300万円超の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の売買取引

　　　　　に係る方法に準じた会計処理を行っている。

　　　　　　 リース料総額が300万円以下の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借

　　　　　取引に係る方法に準じた会計処理を行っている。
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令和３年度 富士市病院事業会計予算参考調書

収 益 的 収 入 及 び 支 出

資 本 的 収 入 及 び 支 出



収　　入

本　年　度 前　年　度 比　　較

1 14,900,000 14,880,000 20,000 

1 医 業 収 益 13,795,395 13,791,303 4,092 

1 入 院 収 益 9,448,390 9,518,105 △69,715 

2 外 来 収 益 3,645,972 3,559,342 86,630 

3 他 会 計 負 担 金 504,454 504,658 △204 

4 そ の 他 196,579 209,198 △12,619 

医 業 収 益

2 医 業 外 収 益 1,104,604 1,088,696 15,908 

1 受 取 利 息 2 2 0 

及 び 配 当 金

2 他 会 計 負 担 金 849,627 845,589 4,038 

3 国 庫 補 助 金 11,854 11,854 0 

病 院 事 業 収 益

予 算 事 項 別 明 細 書

収益的収入及び支出

目款　　　項
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（単位　千円）

金　　額

1 入 院 収 益 9,448,390 入院患者診療収入

　年間延患者数 156,950 人

　患者１人１日当たり収入 60,200 円

1 外 来 収 益 3,645,972 外来患者診療収入

　年間延患者数 225,060 人

　患者１人１日当たり収入 16,200 円

1 一 般 会 計 504,454 救急医療負担金等

負 担 金 （法第１７条の２第１項第１号）

1 室 料 差 額 収 益 93,878 特別室、個室等入室料収入

2 公 衆 衛 生 40,833 妊婦健康診断料収入 35,686 

活 動 収 益 団体健康診断料収入 1,165 

予防注射料収入ほか 3,982 

3 医 療 相 談 収 益 8,546 脳ドック料収入 1,877 

乳児健康診断料収入 5,111 

健康診断等嘱託料収入ほか 1,558 

4 そ の 他 53,322 文書料収入 31,680 

医 業 収 益 主治医意見書料収入 4,224 

こども医療等取扱手数料収入 2,256 

紙おむつ・肌着・容器代等収入ほか 15,162 

1 預 金 利 息 1 預金受取利息

2 配 当 金 1 信用金庫配当金

1 一 般 会 計 849,627 高度医療負担金等

負 担 金 （法第１７条の２第１項第２号）

1 研 修 医 臨 床 研 修 10,485 研修医臨床研修事業費補助金

事 業 費 補 助 金

2 救 急 救 命 士 病 院 1,369 救急救命士病院実習受入促進事業費補助金

実 習 受 入 促 進

事 業 費 補 助 金

説　　　　　　　　　　明節
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本　年　度 前　年　度 比　　較

4 県 補 助 金 40,987 40,334 653 

5 長 期 前 受 金 戻 入 益 28,176 16,033 12,143 

6 そ の 他 173,958 174,884 △926 

医 業 外 収 益

3 特 別 利 益 1 1 0 

1 そ の 他 1 1 0 

特 別 利 益

目款　　　項
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（単位　千円）

金　　額

1 感 染 症 指 定 12,312 感染症指定医療機関運営事業費補助金

医 療 機 関 運 営

事 業 費 補 助 金

2 産 科 医 等 確 保 支 援 2,200 産科医等確保支援事業費補助金

事 業 費 補 助 金

3 新 人 看 護 職 員 研 修 1,033 新人看護職員研修事業費補助金

事 業 費 補 助 金

4 周産期母子医療セン 19,240 周産期母子医療センター運営事業費補助金

ター運営事業費補助金

5 地 域 が ん 診 療 5,500 地域がん診療病院等機能強化事業補助金

病 院 等 機 能 強 化

事 業 補 助 金

6 地 震 ・ 津 波 対 策 182 地震・津波対策等減災交付金

等 減 災 交 付 金

7 看 護 の 質 向 上 促 進 220 看護の質向上促進研修事業費補助金

研 修 事 業 費 補 助 金

8 指 導 医 招 聘 等 300 指導医招聘等事業費補助金

事 業 費 補 助 金

1 工 事 負 担 金 248 工事負担金戻入益

2 寄 附 金 1,801 寄附金戻入益

3 国 庫 補 助 金 3,705 国庫補助金戻入益

4 県 補 助 金 22,021 県補助金戻入益

5 そ の 他 長 期 前 受 金 401 その他長期前受金戻入益

1 そ の 他 173,958 医師住宅使用料収入 60,144 

医 業 外 収 益 駐車場使用料収入 31,807 

院内保育所保育料収入 2,014 

テレビ付き床頭台施設使用料収入 12,540 

入院セット施設使用料収入 3,566 

食堂、売店建物使用料収入ほか 63,887 

1 そ の 他 1 

特 別 利 益

説　　　　　　　　　　明節
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支　　出

本　年　度 前　年　度 比　　較

1 15,400,000 15,380,000 20,000 

1 医 業 費 用 14,938,370 14,919,016 19,354 

1 給 与 費 8,207,271 8,174,153 33,118 

病 院 事 業 費 用

目款　　　項
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（単位　千円）

金　　  額

( 2,888,782) （ 1～4 ）

1 医 師 給 537,344 

2 看 護 師 給 1,753,603 

3 医 療 技 術 員 給 427,639 

4 事 務 員 給 170,196 

( 2,572,991) （ 5～8 ）

5 医 師 手 当 1,095,830 

6 看 護 師 手 当 1,077,270 

7 医 療 技 術 員 284,965 

手 当

8 事 務 員 手 当 114,926 

9 賞 与 362,818 正規職員分

引 当 金 繰 入 額

10 報 酬 907,617 パートタイム会計年度任用職員ほか

11 法 定 福 利 費 1,072,285 共済組合費、公務災害補償負担金ほか

12 法 定 福 利 費 68,143 正規職員分

引 当 金 繰 入 額

13 退 職 給 付 費 334,635 退職給付引当金繰入額（正規職員分） 332,091 

退職給付引当金繰入額（フルタイム会計年度任用職員分）

2,544 

（給　　料）

（手　　当）

説　　　　　　　　　　明

正規職員94人分
フルタイム会計年度任用職員12人分

正規職員490人分
フルタイム会計年度任用職員3人分

正規職員122人分
フルタイム会計年度任用職員2人分

正規職員40人分

節
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本　年　度 前　年　度 比　　較

2 材 料 費 3,722,046 3,723,771 △1,725 

3 経 費 2,275,488 2,280,196 △4,708 

目款　　　項
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（単位　千円）

金　　額

1 薬 品 費 2,165,582 投薬、注射用薬品 1,977,373 

血液 154,694 

アイソトープほか 33,515 

2 診 療 材 料 費 1,533,477 医療用材料 1,277,877 

検査用試薬 255,600 

3 医 療 消 耗 22,987 医療用消耗備品費

備 品 費

1 厚 生 福 利 費 19,101 職員健康診断料 14,306 

予防接種料ほか 4,795 

2 旅 費 交 通 費 63,004 派遣医師旅費 37,963 

費用弁償 20,204 

医師赴任旅費ほか 4,837 

3 職 員 被 服 費 5,565 医療従事者用 4,153 

防災服ほか 1,412 

4 消 耗 品 費 161,388 医療用 120,000 

施設関連用ほか 41,388 

5 消 耗 備 品 費 7,664 ＯＡ機器、電気製品等備品 1,800 

事務、施設管理用備品ほか 5,864 

6 光 熱 水 費 208,598 電気料金 137,796 

ガス料金 59,234 

下水道使用料ほか 11,568 

7 燃 料 費 779 自動車用燃料ほか

8 食 糧 費 142 会議等賄費

9 印 刷 製 本 費 16,249 諸用紙印刷費

10 修 繕 費 94,630 建物及び設備関係 51,320 

医療器械ほか 43,310 

11 保 険 料 21,147 病院賠償責任保険料 10,232 

産科医療補償制度掛金ほか 10,915 

説　　　　　　　　　　明節
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本　年　度 前　年　度 比　　較目款　　　項
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（単位　千円）

金　　額

12 賃 借 料 239,443 医師住宅借上料 55,674 

駐車場用地借地料 38,124 

寝具類賃借料 19,603 

職員被服賃借料 25,197 

酸素濃縮関連機器賃借料 36,608 

在宅人工呼吸器賃借料 12,958 

カーテン賃借料ほか 51,279 

13 通 信 運 搬 費 10,842 電話料金 5,711 

郵便料ほか 5,131 

14 委 託 料 1,365,259 院内警備等業務委託料

清掃管理業務委託料

院内設備管理業務委託料

患者給食業務委託料

電子カルテシステム保守業務委託料

特殊検査業務委託料

洗濯業務委託料

中材等医療補助業務委託料ほか

15 諸 会 費 及 び 27,295 病院協会、医師会等会費 2,173 

負 担 金 静岡県看護協会費 2,600 

共同電算システム使用等負担金 7,560 

庁内OA化推進等負担金 9,511 

その他諸会費及び負担金 5,451 

16 広 告 料 286 医療職募集広告料

17 手 数 料 23,533 医療職採用手数料 4,474 

各種申請手数料ほか 19,059 

18 貸 倒 引 当 金 8,098 5,698 

繰 入 額 長期貸付金に係る貸倒引当金繰入額 2,400 

19 雑 費 2,465 医師住宅借上に係る諸雑費ほか

説　　　　　　　　　　明節

ＥＳＣＯ事業業務委託料

医療事務業務委託料

医業収益未収金に係る貸倒引当金繰入額
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本　年　度 前　年　度 比　　較

4 減 価 償 却 費 656,769 668,791 △12,022 

5 資 産 減 耗 費 22,550 14,050 8,500 

6 研 究 研 修 費 54,246 58,055 △3,809 

2 医 業 外 費 用 456,629 455,983 646 

1 支 払 利 息 5,512 9,682 △4,170 

及 び 企 業 債

取 扱 諸 費

目款　　　項

―　143　―



（単位　千円）

金　　額

1 建 物 163,004 建物、附属設備等償却費

減 価 償 却 費

2 構 築 物 13,436 手術室系統空調設備等償却費

減 価 償 却 費

3 器 械 備 品 479,640 電子カルテシステム等償却費

減 価 償 却 費

4 車 両 620 自動車償却費

減 価 償 却 費

5 無 形 固 定 資 産 69 ソフトウェア償却費

減 価 償 却 費

1 た な 卸 資 産 50 貯蔵品減耗費

減 耗 費

2 固 定 資 産 22,500 器械備品等除却費

除 却 費

1 研 究 材 料 費 1,000 研究材料費

2 謝 金 11,667 教授等謝金

3 図 書 費 14,918 研究用図書費

4 賃 借 料 1,003 医療材料情報検索システムリース料ほか

5 旅 費 12,600 教授、医師等旅費

6 研 究 雑 費 13,058 学会参加負担金ほか

1 企 業 債 利 息 5,412 企業債償還利息

2 一 時 借 入 金 100 財政調整資金借入利息

利 息

節 説　　　　　　　　　　明
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本　年　度 前　年　度 比　　較

2 保 育 所 運 営 費 26,645 27,735 △1,090 

3 雑 損 失 410,472 404,566 5,906 

4 消 費 税 及 び 14,000 14,000 0 

地 方 消 費 税

3 特 別 損 失 1 1 0 

1 そ の 他 1 1 0 

特 別 損 失

4 予 備 費 5,000 5,000 0 

1 予 備 費 5,000 5,000 0 

目款　　　項
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（単位　千円）

金　　額

1 消 耗 備 品 費 100 保育所用消耗備品費

2 光 熱 水 費 378 電気、ガス及び水道料金

3 修 繕 費 300 施設、備品等修理費

4 賃 借 料 4 ガス漏れ警報装置リース料

5 通 信 運 搬 費 40 電話料金

6 委 託 料 25,823 保育所運営業務委託料

1 材 料 売 却 原 価 10 貯蔵材料売却原価

2 そ の 他 雑 損 失 410,462 貯蔵品経理に伴う消費税分ほか

1 消 費 税 及 び 14,000 消費税及び地方消費税納付金

地 方 消 費 税

1 そ の 他 1 

特 別 損 失

1 予 備 費 5,000 

説　　　　　　　　　　明節
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収　　入

本 年 度 前 年 度

1 400,000 330,000 70,000 

1 企 業 債 400,000 330,000 70,000 

1 企 業 債 400,000 330,000 70,000 

支　　出

本 年 度 前 年 度

1 970,403 1,044,027 △73,624 

1 建 設 改 良 費 434,150 370,000 64,150 

1 施 設 改 良 費 18,000 20,000 △2,000 

2 固定資産購入費 416,150 350,000 66,150 

2 企 業 債 532,853 669,427 △136,574 

償 還 金 1 企 業 債 償 還 金 532,853 669,427 △136,574 

3 貸 付 金 2,400 3,600 △1,200 

1 貸 付 金 2,400 3,600 △1,200 

4 予 備 費 1,000 1,000 0 

1 予 備 費 1,000 1,000 0 

資 本 的 収 入

款　　　項 目 比　　　較

資 本 的 支 出

資本的収入及び支出

目 比　　　較款　　　項
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（単位　千円）

金　　額

1 医 療 器 械 400,000 医療器械整備事業債

整 備 企 業 債

（単位　千円）

金　　額

1 委 託 料 18,000 エントランスホール特定天井改修工事実施設計業務委託

1 器械備品購 入費 415,000 

2 車 両 購 入 費 1,150 公用車１台

1 企 業 債 償 還 金 532,853 企業債償還元金

1 助 産 師 修 学 2,400 助産師修学資金貸与

資 金 貸 付 金

1 予 備 費 1,000 

医療器械等購入費

説　　　　　　　　　　明節

節 説　　　　　　　　　　明
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